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手続きフロー図 

雨水浸透阻害行為に対する対策工事として雨水貯留浸透施設を設置する場合、事前相談、審査の手順を

踏むことになります。 

 

 
 

開発エリアが
特定都市河川流域内かつ
1,000㎡（0.1ha）以上

事前相談
雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡（0.1ha）以上

許可申請不要

許可申請不要

雨水浸透阻害行為許可申請

許可

工事の実施

工事の完了

工事完了検査

雨水貯留浸透施設の
標識設置

Yes No

Yes No

Yes
No

再検討
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事前相談や申請に必要な書類は以下の通りです。 

 

 

  

【書類関係】

事前 申請 様式名 名　　　　　　　　　称

○ 申請様式-8 雨水浸透阻害行為許可事前相談依頼書

○ 別記様式第2 雨水浸透阻害行為許可申請（協議）書

○ 別記様式第3 雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書

○ 別記様式第4 雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書

○ 別記様式第6 雨水貯留浸透施設機能阻害行為許可申請（協議）書

○ ○ 申請様式-1 現況土地利用区分面積集計表（行為前）

○ ○ 申請様式-2 計画土地利用区分面積集計表（行為後）

○ ○ 申請様式-3 行為前後の土地利用集計表

○ 申請様式-4 雨水浸透阻害行為前後の平均流出係数

○ 申請様式-5 雨水浸透阻害行為前後の雨水流出量の最大値

○ 申請様式-6 雨水貯留浸透施設の計画書

○ 申請様式-7 政令第8条第１項に規定する技術的基準に適合することを証する書類

○ 申請様式-9 雨水貯留浸透施設の管理に関する実施計画書

○ 別記様式第1号 雨水浸透阻害行為の計画説明書

○ 別記様式第2号 雨水浸透阻害変更許可申請（協議）書

○ 別記様式第3号 雨水浸透阻害行為変更届出書

○ 別記様式第4号 雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書

【図面関係】

○ ○ 図面-1 行為区域位置図

○ ○ 図面-2 行為区域区域図

○ ○ 図面-3 現況平面図（行為前）

○ ○ 図面-4 現況土地利用求積図（行為前）

○ ○ 図面-5 土地利用計画図（行為後）

○ ○ 図面-6 土地利用計画求積図（行為後）

（※） ○ 図面-7 排水施設計画平面図

○ 図面-8 対策工事に係わる雨水貯留浸透施設の位置図

○ 図面-9 対策工事に係わる雨水貯留浸透施設の計画図

　雨水貯留浸透施設の形状

　雨水貯留浸透施設の構造の詳細（プラスチック製品の品質証明書）

○ 図面-10 標識設置位置図

【その他資料関係】

○ ○ 資料-1 土地の登記事項を示す書類（全部事項証明書の写し）

○ ○ 資料-2 公図の写し

（※） ○ 資料-3 開発許可等に伴う対策量算定結果

○ ○ 資料-4 事業概要書、事業概要図

○ ○ 資料-5 現況写真（写真撮影位置図を添付）

○ ○ 資料-6 その他必要な資料（委任状、印鑑証明の写し、同意書の写し）

（※）については、事前相談時に作成していれば添付してください。
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○図面に明示する内容 

図面番号 名称 明示すべき事項 

図面-1 行為区域位置図 地形図に行為区域の位置を赤色で表示 

図面-2 行為区域区域図 行為区域の区域、県界、市町村界、市町村区域内の町又は字

の境界、土地の地番、土地の形状 

図面-3 現況平面図（行為前） 行為区域及び周辺区域の現況が分かるように表示 

図面-4 現況土地利用求積図（行為前） 地形、事業区域の境界、現況土地利用形態の区分ごとにエリ

アを分け、着色し、エリア No、エリアごとの面積、既存排水

施設の位置を明示 

図面-5 土地利用計画図（行為後） 行為後の土地利用計画を可能な限り詳細に表示 

図面-6 土地利用計画求積図（行為後） 事業区域の境界、計画土地利用形態の区分ごとにエリアを分

け、着色し、エリア No、エリアごとの面積、計画排水施設の

位置を明示 

図面-7 排水施設計画平面図 排水施設の位置、排水系統、吐口の位置及び放流先の名称を

明示 

図面-8 対策工事に係わる雨水貯留浸透施設の位置図 事業区域内の雨水貯留浸透施設の位置を明示 

図面-9 対策工事に係わる雨水貯留浸透施設の計画図 雨水貯留浸透施設の計画を明示 

図面-10 標識設置位置図 事業区域内の標識の位置を明示 
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事前相談とは、雨水浸透阻害行為の許可申請が必要な開発行為であるかを確認するために行うものです。

流れは以下の通りです。 

 

 
  

開発エリアが
特定都市河川流域内かつ
1,000㎡（0.1ha）以上

事前相談
雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡（0.1ha）以上

許可申請不要

許可申請不要

雨水浸透阻害行為許可申請

許可

工事の実施

工事の完了

工事完了検査

雨水貯留浸透施設の
標識設置

Yes No

Yes No

Yes
No

再検討

事前相談について 
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■STEP1 

現況の各土地利用を判別する。行為区域及び周辺区域の現況が分かるように表示し、土地利用を判別し

てください。（土地利用の区分は 8〜9 ページの「土地利用の判別方法」やエクセルの判別法タブを参照し

てください） 

 

■STEP2 

現況と計画の土地利用の区分と面積を各々判別して、集計します。 

表-1 現況土地利用面桔表（単位ha) 

 

NO 

宅地 林地 耕地

原野他 

 

計 宅地 道路 

1 0.03 - - 0.03 

2 - 0.005 - 0.005 

3 - - 0.06 0.06 

4 - - 0.08 0.08 

5 - - 0.09 0.09 

計 
0.03 0.005 0.23 0.265 

注）末舗装道路は宅地に含まれる 

 

表-2 計画土地利用面桔表（単位ha) 

 

NO 

宅地 駐車場 

（舗装） 

運動場  

計 宅地 道路 

1 0.03 -  - 0.03 

2 - 0.005  - 0.005 

3 - - 0.06 - 0.06 

4 - -  0.08 0.08 

5 0.09 -  - 0.09 

計 
0.12 0.005  0.06 0.265 
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■STEP3 

○現況の土地利用（事前様式-1） 

表-1 より現況の土地利用と面積を各々判別し、集計します。 

 
 

○計画の土地利用（事前様式-2） 

表-2 より計画の土地利用と面積を各々判別し、集計します。 

 

現況土地利用区分面積集計表（行為前） 様式－１

1 0.03

2 0.005

3 0.06

4 0.08

5 0.09

小　計 0.03 0 0 0 0.005 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.23

小計２

合　計

（単位：ha）

その他土地からの流出雨
水量を増加させるおそれ
のある行為に係る土地

左記以外の土地

宅地 池沼 水路 ため池

道路
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

0.035 0

エリ
アNo

宅地等 舗装された土地

0 0.23

0.2650

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た法面

ゴルフ
場（雨
水を排
除する
ための
排水施
設を伴
うも
の）

運動場そ
の他これ
に類する
施設（雨
水を排除

するため
の排水施
設を伴う
ものに限
る）

ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
て締め
固めら
れた土
地

山地

人工的
に造成
された
植生に
覆われ
た法面

道路
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
しない
ものに
限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
するも
のに限
る。）

飛行場
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

飛行場
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た土地
（法面
を除
く）

林地、耕
地、原野
その他
ローラー
その他こ

れに類す
る建設機
械を用い
ていない
土地

計画土地利用区分面積集計表（行為後） 様式－２

1 0.03

2 0.005

3 0.06

4 0.08

5 0.09

小計１ 0.12 0 0 0 0.005 0 0 0 0 0 0.06 0 0 0.08 0 0 0 0

小計２

合　計

（単位：ha）

その他土地からの流出雨
水量を増加させるおそれ
のある行為に係る土地

左記以外の土地

宅地 池沼 水路 ため池

道路
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

0.125 0.06

エリ
アNo

宅地等 舗装された土地

0.08 0

0.265

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た法面

ゴルフ
場（雨
水を排
除する
ための
排水施
設を伴
うも
の）

運動場そ

の他これ
に類する
施設（雨
水を排除
するため
の排水施

設を伴う
ものに限
る）

ロー
ラーそ
の他こ
れに類
する建
設機械
を用い
て締め
固めら
れた土
地

山地

人工的
に造成
された
植生に
覆われ
た法面

道路
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
しない
ものに
限
る。）

鉄道線
路（法
面を有
するも
のに限
る。）

飛行場
（法面
を有し
ないも
のに限
る。）

飛行場
（法面
を有す
るもの
に限
る。）

コンク
リート
等の不
浸透性
の材料
により
覆われ
た土地
（法面
を除
く）

林地、耕

地、原野
その他
ローラー
その他こ
れに類す
る建設機

械を用い
ていない
土地
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○雨水浸透阻害行為前後の土地利用集計（事前様式-3）。 

様式-1、様式-2 より雨水浸透阻害行為面積を算定します。（自動で計算されるので入力不要です） 

 

 
 

 

■結果 

上記のケースでは事業エリア 2,650 ㎡に対し、現況で宅地等面積（宅地 300 ㎡、道路 50 ㎡の合計 350

㎡）を除いた 2,300 ㎡が雨水浸透阻害行為面積となり、1,000 ㎡（0.1ha）を超えることから許可申請が

必要となります。 

  

行為前後の土地利用集計表 様式－３
①欄　様式-１ ②欄　様式-２ ③欄 ④欄 参考

現況土地利用 計画土地利用 面積差 雨水浸透阻害行為の当該面積

面積（ha）① 面積（ha）② （ha）

様式－１ 様式－２ ③欄が（＋）の場合、原則該当

小計１の欄 小計１の欄 該当の場合面積（ha）を記入

0.03 0.12 0.09 0.09 0.9

0 0 0  1

0 0 0  1

0 0 0  1

0.005 0.005 0  0.9

0 0 0  加重平均

0 0 0  0.9

0 0 0  加重平均

0 0 0  0.9

0 0 0  加重平均

0.035 0.125 0.09 0.09

0 0.06 0.06 0.06

0 0.08 0.08 0.08

0 0 0 0.3

0 0 0 0.4

0.23 0 -0.23

0.265 0.265 0 0.23

(－)の欄は記載不要 （単位：ha）

 ha

0.1ha（1,000㎡）以上の場合、申請の対象

飛行場（法面を有しないものに限る。）

土地利用区分

備　　考
土　地　利　用　区　分 流出係数

②－①

宅地等

宅　　　地

宅地等の区分
同士の増減は
対象としな
い。

池　　　沼

水　　　路

た  め　池

道路（法面を有しないものに限る。）

道路（法面を有するものに限る。）

鉄道線路（法面を有しないものに限る。）

鉄道線路（法面を有するものに限る。）

飛行場（法面を有するものに限る。）

小　　　計

舗装された土地

コンクリート等の不浸透性の材料により覆わ
れた土地（法面を除く）

0

小　　　計

0.06 0.06 0.95

コンクリート等の不浸透性の材料により覆わ
れた法面

0 0 0  1

0.06

ローラーその他これに類する建設機械を用い
て締め固められた土地

0 0 0  0.5

運動場その他これに類する施設（雨水を排除
するための排水施設を伴うものに限る。

0 0.08 0.08 0.08 0.8

 0.5

④欄の合計 0.23

小　　　計

上記に揚げる土地以外の土地

山　　　地

人工的に造成された植生に覆われた法面

林地、耕地、原野その他ローラーその他これ
に類する建設機械を用いていない土地

その他土地からの流出雨水量
を増加させるおそれのある行
為に係る土地

ゴルフ場（雨水を排除するための排水施設を
伴うもの）

0 0 0

小　　　計

合　　　計

0.23 0 -0.23 0.2
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■土地利用の判別方法① 
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■土地利用の判別方法② 
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事前相談において雨水浸透阻害行為面積が 1,000 ㎡（0.1ha）以上であるとことが確認された場合、許

可申請の対象となります。流れは以下の通りです。 

 

 
  

開発エリアが
特定都市河川流域内かつ
1,000㎡（0.1ha）以上

事前相談
雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡（0.1ha）以上

許可申請不要

許可申請不要

雨水浸透阻害行為許可申請

許可

工事の実施

工事の完了

工事完了検査

雨水貯留浸透施設の
標識設置

Yes No

Yes No

Yes
No

再検討

申請許可について 
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○別記様式第 1 号 

雨水浸透阻害行為の計画を説明します。 
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○申請様式-4 

行為前後の流出係数を算出します。 
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○申請様式-5 

降雨位前後の流出雨量を算定します。 
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○申請様式-6 

雨水貯留施設・雨水浸透施設の計画について記載します。 
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○申請様式-7 

技術基準と適合していることを確認します。計算結果︓行為前最大流出量Ｑ＝0.0705m3/s に対し、行

為後Ｑ＝0.2464m3/s なります。これを雨水貯留施設の設置により、行為前の最大流出量Ｑ＝0.0705m3/s

以下におさえれば、行為前の雨水流出量最大値まで抑制されたことが、証明されます。 
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工事実施から工事完了までの流れは以下の通りです。 

 

 
  

雨水浸透阻害行為許可申請

許可

工事の実施

工事の完了

工事完了検査

雨水貯留浸透施設の
標識設置

Yes
No

再検討

開発エリアが
特定都市河川流域内かつ
1,000㎡（0.1ha）以上

事前相談
雨水浸透阻害行為面積が
1,000㎡（0.1ha）以上

許可申請不要

許可申請不要

Yes No

Yes No

工事の実施から完了について 
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○工事の実施 

工事を開始します。 

工事着手に必要な書類 

様式 名称 

別記様式第 4 号 雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書 

 

○申請内容に変更があった場合には、再度申請・許可が必要 

ただし、工事着手予定日及び工事完了予定日の変更は届出で可。 

申請内容の変更に必要な書類 

様式 名称 

別記様式第２号 雨水浸透阻害変更許可申請（協議）書 

別記様式第３号 雨水浸透阻害行為変更届出書 

 

○工事完了届出書を提出 

工事完了後，雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書を提出してください。 

工事完了に必要な書類 

様式 名称 

別記様式第３ 雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書 

 

○工事廃止届出書を提出 

工事を廃止する場合，雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書を提出してください。 

工事廃止に必要な書類 

様式 名称 

別記様式第４ 雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書 

 

○工事完了検査を実施 

工事完了検査合格後，検査済証が発行されます。 

 

○雨水貯留浸透施設の標識を設置 

標識の設置は佐賀県が行います。なお，設置の際に，完成した構造物等に影響を与える揚合も想定され

るため，標識の設置位置時期等については協議させてください。 

 

  



 

18 
 

○別記様式第 4 号 雨水浸透阻害行為に関する工事着手届出書 
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○別記様式第２号 雨水浸透阻害変更許可申請（協議）書 
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○別記様式第３号 雨水浸透阻害行為変更届出書 
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○別記様式第３ 雨水浸透阻害行為に関する工事完了届出書 
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○別記様式第４ 雨水浸透阻害行為に関する工事廃止届出書 

 


